
更新日 ： 令 和 7 年 5 月 29 日

No 書類名及び項目
質問

日付
質問事項

回答

日付

1

R7.5.26 県立学校の「MS」及び「GW」の県統一環境整備・利用を検討とあるが、県

立高等学校と県立中学校の環境を統一するとの認識でよいか。（市町村立学

校は対象外）

R7.5.28

2
R7.5.26 ロケーションフリーが可能となるゼロトラストの環境整備とは、学校外から

のアクセスも想定するか。

R7.5.28

3
R7.5.26 教職員の統一アカウント実現とは、県立学校・市町村立学校全ての教職員が

対象か。

R7.5.28

4

R7.5.26 現在の県立学校および市町村立学校におけるMicrosoft Entra IDおよび

Google Workspace for Educationの運用方法と課題を教えてほしい。

R7.5.28

5
R7.5.26 現在の運用にて、改善すべき最大の要因を教えてほしい。 R7.5.28

6

「企画提案仕様書」P.6

2.2次世代校務DXの設計

要件

(2)校務支援システムのク

ラウド化

R7.5.26 「県立学校次世代校務支援システム仕様作成（市町村次世代校務支援システ

ムとデータ連携含む）」とは、次期県立高等学校の校務支援システム仕様作

成でよいか。

R7.5.28

7

R7.5.26 現地調査予定５校の場所を教えてほしい。 R7.5.28

8
R7.5.26 提案事業者にて県指定以外の現地調査を実施（提案）することは可能か。 R7.5.28

前文の「県立学校および市町村立学校における校務

系・学習系ネットワークの統合を提案すること」よ

り、市町村立学校を含めます。

学校外のアクセスも想定しています。

【質問に対する回答】　次世代校務ＤＸ環境の整備事業業務委託

教育庁教育DX推進課

回答

予算の範囲内であれば企画提案において根拠等を明示

しご提案ください。検討いたします。

「企画提案仕様書」P.6

2.2次世代校務DXの設計

要件(1)校務系・学習系

ネットワーク統合

「企画提案仕様書」P8

2.3調査要件

県立学校・市町村立学校全ての教職員が対象です。

本事業において、運用方法や課題等を明確にする予定

です。

本事業において、改善すべき要因等を明確にする予定

です。

次期県立学校（高等学校、特別支援学校含む）校務支

援システムのクラウド化を想定した仕様作成です。

沖縄本島北部より１か所、沖縄本島中部より１か所、

沖縄本島南部より２箇所、沖縄県離島（詳細は検討

中）より１箇所の計５校を予定しています。
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更新日 ： 令 和 7 年 5 月 29 日

No 書類名及び項目
質問

日付
質問事項

回答

日付

【質問に対する回答】　次世代校務ＤＸ環境の整備事業業務委託

教育庁教育DX推進課

回答

9

「企画提案仕様書」P8

2.3調査要件

(2)現地調査

R7.5.26 現地調査に関し、自動化するとあるが現地の環境にツール等を導入すること

を想定しているか。

R7.5.28

10
「企画提案仕様書」P.11

4.4再委託

R7.5.26 企画提案時において、再委託先の業務内容等を含めて提案してもよいか。 R7.5.28

11

「企画提案仕様書」P.11

4.4再委託(3)再委託の承認

R7.5.26 再委託申請の手続き方法（書面でのやり取り等）を教えてほしい。再委託の

申請は企画提案応募申請若しくは企画提案書の提出と合わせて提出が必要

か。

R7.5.28

12

R7.5.26 第二次審査は、協力会社（再委託先）も同席してよいか。 R7.5.28

13
R7.5.26 第二次審査の入場者を増やしてもよいか。 R7.5.28

14

「企画提案応募要領」P.3

4(2)企画提案応募申請書

（様式1）等の提出

R7.5.26 ⑦参加に関し、支店又は営業所等に権限が委任されている場合は、委任され

ていることが分かる資料とあるが、「支店長は、組織規程に定める自組織の

所掌業務に関する業務執行責任を有する」等の記載があるため、本提出書類

は責任内規で問題ないか。

R7.5.28

15
「企画提案応募要領」P.4

4(3)④スケジュール

R7.5.26 4 (3) ①の全体スケジュールと4 (3) ③の業務委託スケジュールは同一のスケ

ジュールか。

R7.5.28

16
「企画提案応募要領」P.4

4 (3) ※留意事項

R7.5.26 企画提案書のページ数は表紙と目次を含めず、30ページか。 R7.5.28

「企画提案応募要領」P.2

3 (3) 第二次審査(プレゼ

ンテーション審査)

提案可能です。

企画提案において、ツール等の導入があれば提案して

ください。

第二次審査会場の収容人数に限りがあり、入場者は３

名以内でお願いします。

同一スケジュールでまとめて問題ありません。

表紙と目次を含めて全体で30ページ（枚）以内（両面

の場合は15枚以内）でお願いします。

支店又は営業所等への権限の委任について定める旨が

確認でき、委任の範囲（事業に関するある種類又は特

定の事項）が確認可能な資料を提出する必要がありま

す。

再委託は参加申込書提出における申請は不要です。契

約時に申請書をご提出いただく予定です。

再委託先の同席は可能です。
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日付

【質問に対する回答】　次世代校務ＤＸ環境の整備事業業務委託

教育庁教育DX推進課

回答

17

「企画提案応募要領」P.5

5経費限度額及び積算方法

R7.5.26 企画提案応募要領「5 経費限度額及び積算方法」において、「③一般管理費

（事業の管理に要する諸経費）」と記載があるが、①労務費及び②直接経費

に含まれる「ア プロジェクト管理業務」に係る経費とは別に、(3)の計算書式

にて計上する必要があるか。

R7.5.28

18
契約書（案）の修正につ

いて

R7.5.26 契約書（案）について文言修正に関して相談は可能か。 R7.5.28 相談は可能です。

ご質問のとおり、一般管理費はプロジェクト管理業務

に係る経費とは別に計上する必要があります。

一般管理費については、事業を行うために必要な経費

であって、当該事業に要した経費としての抽出・特定

が困難なもの（例：家賃、光熱水費、コンピュータ使

用料、回線使用料、文房具等の汎用品等に要する経費

のうち当該事業に要した経費として抽出・特定が困難

なもの）を想定しています。
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